
限度額適用認定証のご案内

高額な診療を受ける皆さまへ
　70歳未満（※）の組合員および被扶養者の方が、保健医療機関等で入院・外来診療を受けられたとき、
その医療費の自己負担額が限度額を超えた場合、超えた額が「高額療養費」として後日支給されますが、
「限度額適用認定証」等を提示することで、入院・外来診療等において窓口での支払を自己負担限度額
までにとどめることができます。（高額療養費の現物給付化）
　さらに自己負担の軽減をはかるため、公立共済独自の給付として一部負担金払戻金等（附加給付）があり、
自己負担限度額のうち、基準額を超えた分が「附加給付」として支給されます。
※�70歳以上で現役並みⅠまたは現役並みⅡに該当する高齢受給者である組合員およびその被扶養者の方が、高額療養費の現物給付を受
ける場合は、「限度額適用認定証」が必要です。

「限 度額 適用認定証」 
の申請にはどのような
手続が必要ですか？

　窓口での支払を自己負担限度額までにとどめるためには、
あらかじめ共済組合から「限度額適用認定証」の交付を受け、
窓口で提示することが必要です。
　「限度額適用認定申請書」に必要事項をご記入の上、公印
を押印したものを所属所を通して提出してください。詳し
くは所属所の共済事務担当者にお尋ねください。任意継続
組合員の方は、資格担当にお問い合わせください。

▲

例：1か月当たりの医療費が100万円になった場合 所得区分（ウ）の場合

限度額適用認定証の 
申請方法について
給付貸付課資格担当

高額療養費について
給付貸付課短期給付担当☎︎03-5320-6826 ☎︎03-5320-6827

限度額適用認定証の適用区分は、次のとおり、組合員の標準報酬の月額により「ア」から「オ」に区分されます。

【　】�は、過去12月以内に高額療養費が�
支給された月数が3月以上ある場合

〈　〉�は、合算高額療養費が支給される場合

①医療費の3割
（30万円）を支払い

③附加給付
　（約6万2千円）の支給

①一定の限度額
（約8万7千円）を支払い

【限度額適用認定証を使用しなかった場合】

医療機関等 医療機関等

組合員 組合員

共済組合 共済組合

【限度額適用認定証(ウ）を使用した場合】

「限度額適用認定証」の作成が間に
合わず会計時に使用できなくても
最終的に組合員の方に給付される
金額は原則変わりません。

「高額療養費」および「附加給付」の
支給を受けるための申請は必要あ
りません。
病院から当組合に送られてくる「診療
報酬明細書」を基に計算し、支給対象と
なった方は後日自動的に口座に振り込
まれます。

標準報酬の月額 所得
区分

高額療養費
自己負担限度額

附加給付
自己負担限度額

830千円以上 ア 252,600円+（医療費-842,000円）×1% 
【140,100円】 50,000円

〈100,000円〉790千円以下
530千円以上 イ 167,400円+（医療費-558,000円）×1%

【93,000円】
500千円以下
280千円以上 ウ 80,100円+（医療費-267,000円）×1%

【44,400円】
25,000円

〈50,000円〉260千円未満 エ 57,600円	 【44,400円】

低所得者
（住民税非課税） オ 35,400円	 【24,600円】

認定証がある場合の窓口支払額 最終的な自己負担額

最終負担
（2万5千円）

最終負担
（2万5千円）

②高額療養費
（約21万3千円）の支給

②高額療養費
（約21万3千円）
③附加給付（約6万2千円）
　の支給

問合せ先

組合員の
最終負担額は
同じ

用意する費用が
少なくて済む
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